平成22年度鳥取県環境審議会（第3回）議事録　（平成23年3月24日開催）
（寺坂課長）　只今より平成22年度鳥取県環境審議会を開催させていただきます。開会に先立ちまして、檜谷会長よりご挨拶をお願いいたします。

（檜谷会長）　はい。皆さん、こんにちは。

（一同）　こんにちは。

（檜谷会長）　年度末のお忙しい中、ご出席いただきましてありがとうございます。最初に、現在東北で大地震と津波によりまして多くの方が亡くなられております。まずは亡くなられた方のご冥福をお祈りしたいと思います。それから、引き続いて起こった原発の事故、それで、放射能という怖いことが起こっていまして、環境の汚染というのは海域とか、土壌とか、河川というところに広がっております。それに関連して避難されている方も数多くおられるということで、今回の地震・津波に対して被害を受けた方とか、まだ避難されている方に対してお見舞い申し上げるとともに、早急な復興をお祈り申しあげます。さて、この会ですけども、今回の審議事項は、前回申し上げたとおりでございまして、鳥取県の環境基本計画の見直しということでございます。この計画は鳥取県では平成11年に初めて基本計画が策定されまして、今年が目標年度、平成22年度が目標年度としていろんな活動をしてきたわけですけども、今回第２次、23年度から計画では10年間を目標にという、平成32年度を目標に基本計画を立てるということでございます。その基本計画についてご審議いただきます。非常に重要な10年ぐらいのスパン、重要な案件ですので、皆さん、よろしくお願いいたします。
（寺坂課長）ありがとうございました。続きまして、事務局代表いたしまして鳥取県の生活環境部の法橋生活環境部長より一言お願いいたします。
（法橋部長）大変年度末のご多忙中のところ環境審議会開催させていただきましてありがとうございます。檜谷会長の方からもご挨拶ございましたけれど、本当にこの度の東北関東大震災の犠牲になられた方に心からご冥福をお祈りしたいと思いますし、それから、今現在も避難生活等で被災された方がた、非常に苦難の中で生活をされておるということ、心からお見舞い申し上げたいと思います。鳥取県の方でも、今、宮城県を中心に、被災地の支援ということを始めております。支援物資ですとか、県職員の応援隊ですとか、その他保健師の派遣等々、人力で派遣をすると共に、避難をされてこられる方の受け入れを始めております。
　　　　　　　　　今現在、私どもの方の公営住宅等に入居したいという方が何人か来られておりまして、主には先程、檜谷会長がおっしゃいましたように、福島の原発の周辺の避難区域、あるいは待避、屋内待避地域の方々が非常に不安で、この遠い鳥取県まで避難をしてこられているということで、その受け入れをさせていただいているということでございます。まだまだ被災地の方は、混乱状況が続いておるようでございまして、特に津波の被害に遭われたところっていうのは、なかなか避難を遠隔の地にするっていう提案を申し上げているのですけれども、なかなかふんぎりもつかないという、１万人に近い犠牲者がおられるわけですけど、まだ、それ以上の行方不明者がおられるということで、そういった方々を残して、なかなか遠隔の方に避難できないということで、心情は察するに余るところでございます。
　　　　　　　　　県が進めております支援にあたりまして、県民の皆さまからも本当に心温まる支援物資等、提供していただいております。それから、いわゆる避難地としてこちらの方にお迎えするにあたりまして、私ども考えましたのは、来ていただいてすぐ、そういうふうに避難所に入っていただくということよりもむしろ、温泉地とか、旅館で何日かゆっくりしてもらって、それから避難の方に入ってもらおうということで今日、岩崎さん来られてますけども、旅館組合さんの方にもご協力をお願いいたしましたところ、早速たくさんのお部屋を提供するということでご回答いただいております。この場を借りまして、改めてお礼申し上げたいと思います。本当に11日に発生したときに、私、実は岡崎先生と一緒に廃棄物処分場のいろいろ、議論をしていたところなんですけど、急に携帯電話で大きな地震が起こったということで、すぐに飛んで帰って、立ち上げられた本部の方を出ましたけども、その後、報道される映像等を見ていました、本当にショックを受けて、ちょっとそういう意味では、ちょっとなかなか元気が出ないということで、これから本当にこの国がどうなってしまうんだろうかっていうような思いに浸っているような状況でございます。
　　　　　　　　そうは言いましても我々としてはこの国をこれからも立派な国に改めて、再興していかなくちゃいけないというふうに思っています。そういった中でも、この環境問題というものが１つの大きな基軸になってくるだろうというふうに考えておるところでございます。そういった意味では、今日はこれからの鳥取県の環境の基本的な考え方というものを皆さんでご審議していただくという非常に大事な、檜谷会長からも先程ありましたように、非常に大事な会議でございますので、熱心な忌憚のないご審議をたまわりたいと思いますし、それから地球温暖化対策計画ですとか、それから廃棄物の処理計画、こういったもの、若干策定スケジュールが遅れておるんですけれども、この取り組み等についてもご報告申し上げていきたいというふうに思います。ちょっと、なかなか元気が出ないんですけれども、活発なご議論をお願いしたいと思いますのでよろしくお願いいたします。
（寺坂課長）　はい、ありがとうございました。続きまして、本日お配りいたしております資料の確認をさせていただきたいと思います。資料は１から９までございます。資料１につきましては枝番が１から５まで打ってございますけども、ご覧いただきまして不足等ありましたら事務局の方にお知らせいただけたらと思います。続きまして、本日の出席委員数でございますけども、委員さん30名いらっしゃいますけど、本日22名ご出席をいただいております。鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例第３２条第２項に繋がります審議会定足数、半数以上を満たしておるということでございますので、ご報告をいたしたいと思います。それでは進行の方、檜谷会長さん、よろしくお願いいたします。
（檜谷会長）　それでは、時間もありますので審議に入りたいと思います。審議次第の議事の１番、鳥取県環境基本計画の見直しについてということで、事務局の方からご説明お願いします。
（平木主幹）　それではご説明させていただきます。資料の方では資料番号１番でございます。諮問書というかたちでお配りしております。本日の議案にもなっております、鳥取県環境基本計画の見直しについてでございます。今回諮問させていただきました理由としましては、裏面の方に書いてございますけれども、今後の環境行政の基本的方向を定めた基本条例の定めによる県の基本計画、これが平成17年に現行計画を一部改定して以来６年が経過しました。計画目標期間であります平成22年を迎えるに当たって次の計画をどのようにするかということで、その見直し内容について諮問するものでございます。資料１の２って続きまして、基本計画をちょっとご説明させていただきます。環境基本計画は県の鳥取県環境の保全及び創造に関する基本条例の第９条に定めておりまして、中長期的な目標、施策の方向性を示す最上位の計画でございます。この計画自体は基本条例の３条の理念、その四角囲みで書いてございますけども、これを、今後もの考え方として方向性を示しております。それで、この基本条例を平成11年に、最初の基本計画を策定いたしました。そのときに、いわゆる循環を基調とし、恵み豊かな自然と共生できる快適な社会の構築というのを大きな目標に掲げまして、循環社会、自然共生、快適な環境、参加・行動、地球環境、国際交流、この５つの目標を提示してございます。
その後、環境を取り巻く状況の変化を反映し、平成17年２月に一部を改定しております。その改定のときに行いましたのが、いわゆる基本理念部分としての基本計画と具体的な推進策や数値目標を記載した実行計画部分に分離したものでございます。その下に体系図としておりますけれど、基本計画１本でありましたものを17年に実行計画部分である、当時は環境立県アクションプログラムと申しますけれども、それを策定し、３年ごとの目標を立てて進捗を管理してまいりました。それで、現在は環境先進県に向けた次世代プログラムということで2008年、平成20年からやってきたものが今の実行計画になります。それで、今回、新たに策定する予定でございます、第２次の環境基本計画とそれの実行計画部分である次期の次世代プログラムをどういった構成にするかということを、今回ご意見をいただくものでございます。
　　　　　　　　　続きまして資料の１の３でございます。資料の１の３には今回の環境基本計画の見直しの概要を記載してございます。改定する理由といたしましては、17年２月に改正した現行計画の目標年度、平成22年度末満了に伴い、目標到達状況及び昨今の環境を取り巻く状況や経済・社会情勢の変化及び科学技術の進展などに柔軟に対応するため、計画の見直しを行うのが理由でございます。これまでの環境を取り巻く状況と課題を簡単にまとめてございます。国際的には温暖化ですとか、資源枯渇、生態系の破壊など、様々な課題がございます。さらに経済状況の悪化というものを加えた将来への不安、こういった危機感が高まりまして、持続可能な社会づくりに対する気運というのが一層高くなってきております。一方、国内情勢を見ますと、平成18年の４月に国の第３次の基本計画が閣議決定されまして、循環型社会、自然共生社会、低炭素社会、この３つの社会の統合的な取り組みが提示されております。また、19年には第３次生物多様性国家戦略、平成22年には第２次循環型社会形成推進基本計画といった計画が策定され、生物多様性基本法の制定、あるいはCOP15、地球温暖化に関する会合でございますけれども、ここでのコペンハーゲン合意に賛同し、1990年比で25％のCO2削減という目標を提出しております。
　　　　　　　　　また、平成22年には生物多様性の国家戦略が策定され、また、この年には名古屋でCOP10が開催されたりしております。そうした流れでございますけれども、25％削減や排出量取引を規定しました地球温暖化対策基本法、これにつきましては過去２度廃案になるなど、まだまだ方向性が定まらないというような状況でございます。また、県内の情勢でございますけれども、それぞれ各基本計画の目標に沿った構成にしておりますけれども、連携・協働の部分では平成17年にとっとり環境ネットワークと言います環境団体とのネットワーク化を図っております。循環型社会におきましては、石綿被害の防止条例ですとか、廃棄物処理施設の設置にかかる手続き等の条例、それから、廃棄物処理計画の第６次を策定しております。自然共生の分野では中海、ラムサール条約、中海がラムサール湖沼に平成17年に登録され、東郷池の水質管理計画を策定、また、日本一の鳥取砂丘を守り育てる条例などが制定されております。新しいところで言いますと、昨年の10月、山陰海岸が世界ジオパークネットワークへの加盟が承認されております。景観の分野では平成19年に景観形成条例を制定しております。地球環境の分野、地球環境に加えて国際交流の分野ですけれども、平成19年に鳥取県で行なわれました北東アジア地域の地方政府サミットにおきまして、環境交流宣言というものが採択されております。
　　　　　　　　　平成21年には、鳥取県地球温暖化対策条例、また、その条例の流れで昨年６月には鳥取県地球温暖化防止活動推進センターというものを指定しております。こうした動き以外につきましても、平成20年に鳥取県の基本構想であります鳥取県の将来ビジョンが策定されております。また、環境を基軸とした成長戦略として鳥取発グリーンニューディール、鳥取県経済成長戦略といったものを策定しております。続きまして、２ページ目でございます。現行の基本計画における目標と評価ということで、これまでの基本計画の施策の実施状況、あるいは実行計画、次世代プログラムでの進捗状況と県の将来ビジョンの目標等々を合わせて評価したものが次のとおりでございます。全ての主体の連携・協働といった分野につきまして、指標としているものを掲げております。こどもエコクラブですとか、ＴＥＡＳの普及、環境保全に取組む団体数というのは着実に伸びてきております。マイバッグ持参なども進みつつありますけども、レジ袋ですとか、アイドリングストップ認証、こういった分野ではまだまだ県民運動としての盛り上がりが今一つという状況です。こうしたことから環境保全のために自ら考え行動する人作り、こういったものをより推進する必要があるというふうに考えております。

また、循環を基調とする社会経済システムの実現の分野でございますが、ごみの排出量は家庭、事業所ともに減少傾向、リサイクル率は家庭、事業者ともに増加傾向です。レジ袋の自退率は向上しておりますが無料配付中止にはまだ至っていない。リサイクルビジネスに取組む企業数、グリーン商品の認定数は順調に増加、ただ、県内での最終処分場の確保は依然として課題として残っております。以上のことから一定の成果は出ておりますが、循環型社会の実現に向けてはさらにその取組みが必要というふうに考えております。続いて、自然と人間の共生の確保の分野ですが、県内湖沼の水質は横ばい傾向にございますが、改善の目標にはまだ到達しておりません。中海の一斉清掃ですとか、砂丘のアダプト除草といった取組みは徐々に広がっております。間伐面積ですとか、有機栽培面積も増えておりますが、里地里山の荒廃や鳥獣被害が深刻になってきております。こうしたことから自然環境のもたらす恵みを将来に渡って持続的に利用するため、自然の持つ多面的な機能の維持と質の回復・向上を図ることが必要と考えております。

　　　　　　　　　快適な環境・美しい環境、景観の保全と創造の分野ですが、景観まちづくり活動に取り組む団体数、地域資源を活用したまちづくりというものは順調に増加しておりますが、具体的な景観形成にはまだつながっていない状況です。鏝絵・なまこ壁を通じた鳥取県の地域資源の認識というのは高まってきております。こうしたことから歴史的・文化的な建造物や街なみの維持には住民参加、多様な主体の協働連携を維持していくことが必要と考えております。続いて、地球環境保全に向けた活動の推進と国際連携の分野ですが、ＣＯ２排出量は近年横ばいか、減少傾向にございます。1990年度比では家庭、店舗、事務所での増加が著しく増えております。大型風力の稼働ですとか、太陽光発電導入支援などによりまして自然エネルギーの普及と言いますのは順調に伸びてきておりますが、今後の拡大には目途がたっていない状況です。

　　　　　　　　　ＣＯ２の削減量として森林の活用が見直され、Ｊ－ＶＥＲなどの取組みが進みつつあります。北東アジア地域と協力し、環境問題の解決に向けた協力していく下地作りはできましたが、まだ具体的な成果は出ていない状況です。こうしたことから温室効果ガス削減の新たな目標の達成に向けて新たな技術導入など様々な取組みが必要というふうに考えております。

　　　　　　　　　まとめて説明をさせていただきましたが、資料の１の４の方に次世代プログラムの成果指標の進捗状況を平成22年度がまだちょっと終了しておりませんので、22年度は見込数字ということで記載させておりますが、それぞれの指標に沿った進捗状況が以上のとおりでございます。なお、空欄のところは集計上、まだできていないものがございますので、その個所につきましては空欄のままにしております。
戻りまして資料１の３、３ページでございます。今回策定する次期環境基本計画は以上のような進捗状況ですとか、県の総合計画、あるいは基本条例の理念等を踏まえて、次のような構成にしたいと考えております。基本計画の考え方や構成は現行基本計画を活かしつつ、新たに安全・安心といった視点を加えた６目標として再構成いたします。目標に基づき展開する施策につきましては、これまでの目標達成状況及び環境を取巻く現在の状況や社会情勢の変化、将来ビジョン等を考慮し、次の通り修正したいと思っています。計画の基本的方向性ですが、『県民とともに築く安心で持続可能な環境立県鳥取の実現』というものを、大きな目標に掲げ、それを達成するための６つの項目を並べております。左側には現行計画の目標と施策の方向性、右側には次期計画案の目標及び施策の方向性という形で並べております。

　　　　　　　　　大きな変更点といたしましては、現行計画の５番目にありました地球環境保全、いわゆる温暖化対策の分ですけども、ここの重要性というのは近年非常に高くなってきております。そうしたことから、次期計画では参加・協働に続いて地球環境を２番目に持ってきております。そして、３番目に安全・安心といった項目を新たに加えております。これは、これまで循環を基調とする社会経済システムの実現ですとか、快適な環境、美しい景観の保全と創造、この中にございました大気・水・土壌の保全ですとか、環境ホルモンなどの化学物質、環境影響評価、こういった分野を、いわゆる安全で安心して暮らせる生活環境の実現といったことでまとめさせていただいております。以上のような構成で、次期基本計画を策定しようというふうに考えております。

　　　　　　　　　続きまして４ページでございます。計画の目標年度でございますけれども、計画策定年度が今年度で４月以降ですね、平成23年度から平成32年までの10年間というふうに考えております。なお、環境を廻る状況等に変化があった場合は５年を目途に見直しをすることとしております。次に計画の実行でございますけれども、具体的に推進する施策につきましては、これまでと同様、実行計画というものを策定します。実行計画では、基本計画に掲げた施策の方向性の中から、当面重点的に取組むべき項目を抽出し、３年後の目標を可能な限り数値化いたしまして、目標達成のために施策を掲げたいと思っております。今回はまだ具体的な構成が出来上がっておりませんけれども、目標値の例といたしましては、点線囲みの中に示しておりますけれども、全ての主体の参加による行動ということで、環境教育学習の推進、目標としましてはエコクラブの参加者数を１万人にすると、現在、エコクラブの参加者数、平成21年度の数字ですけれども、約5,000人でございます。県内には７万人のエコクラブ対象になります子ども達がいるわけですけども、最終的にはそこを目指して３カ年では現在の数を２倍にしよう、というふうに考えております。以上のような形で環境配慮の推進ですとか、環境立県県民運動の推進を目標に掲げようというふうに考えております。

　　　　　　　　　続いて、実行計画の進行管理でございますけれども、実行計画で具体的に推進する施策と目標につきましては、県の工程表により管理いたしたいと考えております。工程表と言いますのは県が所属ごとに実施する施策の達成度をベンチマーク、指標と照らしまして検証するＰＤＣＡサイクルを繰り返すシステムでございます。年度当初にそれぞれの各所属が実施する事業とその事業の目標を掲げまして、それの進捗度を記載していく、それをまた公開することで広く皆さまの意見をいただくという鳥取県版行政評価の仕組みでございます。今回の計画はこれと連動して進捗管理をしたいというふうに考えております。以上が次期計画の概要でございます。

　　　　　　　　　続いて、資料１の５の方に今後のスケジュールを記載しております。今回環境審議会に諮問をさせていただきまして、年度が変りまして４月以降に部会等で検討をしていただきたいというふうに考えております。また併せて事務局の方では基本計画ですとか、次世代プログラムの素案を策定いたします。これは出来次第、委員の皆さまにも見ていただいてご意見をいただきたいというふうに考えております。そして、パブリックコメント等の実施、あるいは市町村、関係団体等との意見交換会を踏まえて素案を修正し、できればなるべく早い時期に次期基本計画、次期次世代プログラムの公表・周知というふうにしたいと考えてございます。今回、参考資料といたしまして、現行の基本計画と現行の次世代プログラムの方を参考資料の１の１、参考資料１の２としてお配りをしております。次世代プログラムにつきましては、具体的な数値目標を入れた施策の羅列というものと、それから県民の皆さまにお願いする、いわゆる具体的な行動を分かり易くするということで、構成したいということに考えております。事務局の方からは説明は以上でございます。

（檜谷会長）　はい、ありがとうございます。最終的には参考資料１の１のような内容のところを次回、最終詰めていくと、次回６月ぐらいにということで、この中に挙げています、一応大まかな内容ですね、それが２の中に、今日の資料の１の３の２ページ、３ページ目以降ですね、（１）から（４）、計画の目標とか、施策の報告とか、そういう大きなところをもっと意見を聞きたいというところでございます。それでよろしいですかね。はい、皆さんご意見とか、ご質問とかありましたらお願いたします。先生。

（日置委員）　ちょっと質問ということで、質問は次世代プログラム成果指標の進捗状況、資料１の４ですね、これで達成量が何％という形で数値目標に対して示されるんですが、これは、例えば一番上に掲げられている環境教育参加者数何かですと、180％になっているんですけど、これは最終年度のものを割算して計算しているだけなんでしょうか、それとも５年間とかそういうスパンがあって、その積算値を割るという形なんでしょうか。後者でないと、どっちかというと正しくないというか、途中はどうあれ、最終年度に目標に達していれば、こうなってしまうので、その辺りをどのように考えられているのかを、お尋ねを、まず、したいと思います。
（平木主幹）　資料１の４の次世代プログラムの成果指標の進捗状況の達成度についてご説明させていただきます。委員さんがおっしゃられるように、確かにこれは３年間の累積であるべきなんですけれども、目標値によりましては、毎年何人以上といったものが実はございまして、今回は、22年度がまだ終了しておりませんので見込数値をちょっと単純に最終年度の達成度だけで記載したものです。これは22年度で集計が終わりました時点で、一度、再度すべての数字を確定値で、再度達成度も含めて直したいというふうに考えております。
（日置委員）　分かりました。提案としては、最終年度における目標達成と、それから、スパンで見た累積という、両方を出した方が良いんじゃないかと思うんですね。そうでないと、あまり科学的でないというか、例えば地球温暖化についても、京都議定書だったら５年間、第一約束期間の平均値を一応出すことになると思う。それを1990年比で計算するわけですから、それに倣ったような何か方法を１つ考えられた方が良いんじゃないかと思いますけど、いかがでしょうか。
（平木主幹）　ありがとうございます。もっともでございますので、参考にさせていただきたいと思います。二酸化炭素等は確かに経済状況等も色濃く反映している部分でございますし、参加者数とかも、いわゆる経済状況とか、そういったことで変動があります。こういった単年度の目標で上げているものにつきましては、そういった点をちょっと検討させていただいて、最終的なまとめをしたいと思います。ありがとうございます。
（日置委員）　もう１点。
（檜谷会長）　はい。
（日置委員）　もう１点、すみません、お尋ねします。次世代プログラムの成果指標、また同じことなんですけども、これ、例比的になんでしょうかね、項目がちょっと上げられているわけなんですが、この６月までのスケジュールにおいて、これ、例えば、もっと必要なものを付加するとか、そういう余地はあるんでしょうか。
（檜谷会長）　はい、どうぞ。
（平木主幹）　はい。次世代プログラムの今回の成果指標の総括評価をいたしまして、さらにこれを続けていくもの、あるいは新たに項目を加えるものと含めて、そこは検討いたしたいというふうに考えております。
（日置委員）　分かりました。そうすると、企画政策部会で全体の取りまとめは、もちろんされると思いますけども、必要に応じて各部会等を開いていただいて、部会ごとにその指標を検討するとか、そういったきめ細かい作業が必要かと思いますが、いかがでしょうか。
（檜谷会長）　はい。その点、いかがでしょうか。
（平木主幹）　おっしゃるとおり、指標によっては各部会の方で検討していただいて積み上げていくということになると思います。基本的には企画政策部会の方できちんとこう審議をしていただいて、その補完的にほかの部会でも必要があれば検討をしていきたいと思っております。
（日置委員）　分かりました。これは、ここの鳥取県の環境行政の根幹に関わる重要なことだと思いますので、ぜひ、よろしくお願いいたします。
（檜谷会長）　そのほか、ございませんでしょうか。
（髙島委員）　私は教えていただきたいんですけども、三大湖沼というところで、湖山池、東郷湖、中海辺りでしょうけども、これは、それぞれ、決してそう綺麗ではないと思うんですけども、目標って言ったらおかしいですが、その到達度というような達成度というものも書いてないですし、湖沼だけの問題というよりは陸地から送られてきている物によって数値が悪くなっているとは思うんですけれども、これは目標を、現状維持と言ったらおかしいですけど、目標を掲げて何か改善するとか、たぶん湖だけじゃなくて、先程言いますように周りの問題がメインだと思うんですけど、そういう意思があるというか、希望があるというか、そういう目的があるんでしょうか。それとも、仕方ないと言ったらおかしいですけれども、目標を立ててもなかなか難しいということで目標さえも掲げてないというんでしょうか。
（広田課長）　すみません。水・大気環境課長の広田と言います。よろしくお願いします。三大湖沼の目標でございますが、元々というか、三大湖沼の目標は、環境基準値を定めておりまして、ＣＯＤは３ですとか、数値目標を達成する意味で、汚濁負荷量としてＣＯＤだとか、全窒素、全燐の、そういった削減をこういった年度ごとに区切っていく。また、施策として下水道の整備率なりをこのぐらいに上げて、当初のそれぞれの湖沼の、今申し上げました環境基準を達成に向けて取り組んでいくっていう格好の組立をしておりまして、その目標自体はすでに定めておりましたものですから、直接こちらの方には記載をしなかった。その施策の実施内容を、こちらの方の次世代プログラムの方に上げさせていただいたという経緯でございます。
（檜谷会長）　よろしいでしょうか。具体的な目標値というのは、これから検討されるアクション、次世代プログラムですね、そっちの方で具体的に目標を決め、その目標に向けてどういうことをするかというのは、具体的なことは、これから今までの６年間を評価しながら今後また進めていくということで、これからの作業になろうかと思います。その辺は先程言いましたように、部会も入れて議論していただいて、たぶん、予定では、いつごろ皆さんのご意見を聞くというふうに、４月から５月にかけてということでしょうか。一応具体的な目標値とかを決めた内容については、皆さんにお配りしてご意見を聞くということになると思います。そのときにまたご意見があればよろしくお願いします。ほかにご意見。はい、先生。
（田中委員）　はい。保健学の立場から質問させていただきます。資料１の３の３ページのところですけども、来年度からの環境基本計画の大きな柱に安全・安心というところを設けておられまして、その中で、大気、水、土壌環境の保全と地下水の適正管理、環境汚染化学物質の適正管理というような項がありまして、今、皆さんご存じのように、東日本大震災で、それに伴って原子力発電所事故で、そういう放射線汚染というのが広がっておりまして、大きくクローズアップされているわけですけれども、鳥取県も隣に島根原発が控えているという現状がありますので、その環境汚染化学物質の中に放射性物質も含めて、人工放射性と言った方がいいんでしょうかね、核分裂性成物による人工放射性物質というようなものも含めてお考えなんでしょうかということを、まず質問したいと思います。
（檜谷会長）　いかがでしょうか。
（広田課長）　この時点では、特に放射線の方のあれは、ちょっと入れてはなくて、そういった防災対策なり、災害対策の方で取り組むべき内容かなという具合に認識はしておって、通常、そういった人間活動だったり、そういったところから生活環境なりが汚染されるようなところを監視していくべきものかなという観点で当初は考えておりましたので、今後はそういった面でも考えてみないといけんのかなということは思いますが、この時点では、特にそれは含めてはおりませんでした。
（田中委員）　データというのが、例えば県庁にデータが上がってくるのに、なかなか時間が掛かってきて、伝わるのに、つまり時間、タイムラグがあるような傾向があるように見えるので、例えば、鳥取県の方で１つ持っておられて、例えば原発に近い西部地区とか、その辺の所に１つ監視局を設けておいて、なにか人工放射性物質がちょっと上がっているというようなことがあったら、すぐ上がってくるような体制というものが必要じゃないかなというふうに思っておるんですが、その辺はいかがでしょうか。
（法橋部長）　今も、実は、衛生環境研究所の方ではモニタリングはしております。衛生環境研究所の方にモニタリングがありますし、それから、県内では三朝町の、旧の動燃ですね、今は原子力開発機構ですか、ここの木地山の観測所がありまして、これは、基本的には、もうリアルタイムで測れるようなことになっています。それで、木地山の方はずっとホームページ、文科省の関連団体のモニタリングポストのデータとして、もう常にリアルタイムで公表されています。それで、今回の事故に当たりまして、今、衛生環境研究所の方のモニタリングポスト、これも24時間体制でずっと監視を続けております、衛生環境研究所の職員が。それで、それを１時間ごとのデータという格好でホームページの方に公表させてもらっているということでございますので、その体制は出来ております。
　それから、防災面の中では、特にやはりご指摘のあった島根原子力発電所の関係の放射性物質の空気中の濃度、これについても、確か私の記憶では、リアルタイムで島根県内のモニタリングポスト等をホームページで公表されているはずでございますので、そういった観測体制自体はきちんと出来ているということでございます。参考までに申し上げますと、今は非常に非常事態でございますので、いわゆる中に降ってくる粉塵の中に、こういった人工物のヨウ素ですとか、セシウム、こういったものが混じっていないかどうかということも、ずっとモニタリングを続けておりまして、今のところ鳥取県内の中では観測されていないという状況でございますので、参考のために申し上げます。
（田中委員）　はい、よく分かりました。どうもありがとうございました。
（檜谷会長）　ほかにございませんでしょうか。ちょっと時間もありませんので、１の３の資料の３ページの表ですね、ここをちょっと見て、ご意見いただけたらと思うんですけど。現の計画は１から５の項目で、先程説明があったように２のところを２つ、安心・安全と環境社会、２つに分けて６項目の大きな項目で、あと、その中に丸でそれぞれ書いてありますけども、そういう項目になっている次第ということでございます。この表について、まずは、ご意見ある方、お願いします。こういうものも入れた方がいいんじゃないかとか、小項目でこういうものを追加した方がいいじゃないかと、そういうご意見、ございますでしょうか。ないようですので、その次のページ、４ページ、計画目標年度ですね。従来の計画では12年だったですかね、それを10年ということで、５年を目途に見直しをすると。それから、前回と同じように、実行プログラムというのを策定して、具体的に活動していくということですね。その次世代プログラムに関しては、これから具体的な案を策定、部会を中心に策定していただくということになると思います。
あと、（４）ですね、ＰＤＣＡサイクルを回しながら検討していくと、という案でございます。
（日置委員）　はい、意見。

（檜谷会長）　はい。

（日置委員）　はい。また失礼します。目標年度なんですが、10年を目処にということなんですけども、昨今の社会情勢の急激な変化とか、環境をめぐるよりシビアな社会の構築の必要性ということから考えて、10年間同じ目標でいいのかなと。10年というのんびりしたようなそういう話じゃないんじゃないかと、今の時代。これは10年じゃなくて５年にして、その５年間にできるだけ数値目標等を達成するように努力した上で、また見直すという、そのぐらいのつもりでやらないといけないんじゃないかと思うんですね。必要に応じて５年というような程度にしては、ちょっとなんかいかがなものかと思うんですけども、いかがでしょうか。

（檜谷会長）　はい。ご意見、はい。

（法橋部長）　まだその辺は審議会の中でご協議いただければというところもあるんですけれど、事務局の方がこの案を検討するにあたっても、その問題はだいぶ議論しました。事務局の考え方としても、いろいろ日置先生がおっしゃるようなことは意見としても出ましたし、そうは言っても、その大きな計画としての位置付けなんで、やはり相当長期のもので、基本的な一種の憲法的なもので作った方がいいんじゃないかという意見とあって、今回は、そういった格好で１０年というふうに出しているんですけど、事務局、私の感覚も日置先生とだいたい似たような感覚がありまして、なかなか10年を見越した、こうやるんだっていうのを打ち出すのは、正直言って難しいなっていうのが正直なところです。のんびりと言うよりも、10年先を見通すこと自体が非常に難しいなっていうことがありますので、審議会の委員の皆さんのご意見で、そういう方向が出れば、これを５年程度の計画にして、それ、非常にテンポが早いですから、随時、毎年でもどこか、いわゆる計画達成の目標なり何なりがこういうふうなことでやっていかなくちゃいけないんじゃないかという状況の変化があれば、その都度見直していくっていうようなことでもやっていってもいいのかなというのが、正直な感想でございますので、その辺は皆さまのご意見を承りたいというふうに思っています。

（日置委員）　はい、分かりました。プラン・ドゥ・シーということでしょうから、やたら頻繁に計画が変わってもまた困るでしょうけども、適当な割合短いスパンで、見直しながらやっていくという必要はあると思うんで、例えば、生物多様性国家戦略でもすでに４回立てられています。15年間で。ですから、そう考えると５年程度かなという感じがします。

（檜谷会長）　はい。基本的な、基本計画は１０年ごとで、実際に動かす実行プログラムは、３年ごとに変更しながら達成目標を変えながら、という感じで、その辺で３年ごとの見直しのところで、何か付け加えた方がいいとかいうのがあれば、計画自体を直す、改定ですね、前回も改定していると思います。基本的なスパンは10年ぐらいにして、それを改定しながらやっていくということでもいいのかもしれんと思うんですけども。あと、３年というのがありますけども、これはＰＤＣAみたいなサイクル、最近言われていますけど、よく。これは３年サイクルで回すというものでしょうか。それとも、年度ごとにやって、３年の目標達成を目指すという、そういう３年なのか、１年なのか、いかがでしょうか。

（法橋部長）　基本的には、ＰＤＣＡサイクルについては工程表で管理していきますけど、これはもう１年単位でやっていきます。それで、１年経って、３年後の目標に対して、達成ができるのか、あるいは達成が困難であるとすればその要因がどういうことなのかっていうことを評価して、それで、施策なりを見直す必要があるならその段階で見直しをしていくことによって、できるだけ目標達成というものが可能と、こういうことを１年ごとにやる。その成果が３年で評価していく、最終的には、ということで書いております。

（檜谷会長）　はい、分かりました。１年ごとに、短期間にも考えていくということだそうでございます。いかがでしょうか、そういう考え方、含めて４ページの内容ですけども。

（法橋部長）　言っていいですか。

（檜谷会長）　はい。

（法橋部長）　先程、日置先生がおっしゃったように、ここ５年を目途に見直しということが、ちょっと、やっぱり３年との関係がずれるというご指摘であれば、３年の、いわゆるこの施策目標の評価の段階で、この計画を一部見直しする必要があれば、改定していくということに修正させていただいても構わないと思いますけれども、その辺、いかがでしょうか。

（日置委員）　よろしいですか。

（檜谷会長）　はい。

（日置委員）　はい。いろんなスパンのものが混在していると、結局、何というか、やる人も意見言う人も分かんなくなっていくと思うので、部長がおっしゃったように、10の中の３、それで、それもちょっと合わない、３×３、９＋１になっちゃいますけど、最後の年は総括っていうようなかたちとかということで、明確にそういうふうにしたり、揃えたりっていうふうにした方が、県民にも分かりやすくていいのかなというふうに思います。

（檜谷会長）　皆さんはどうでしょうか。２のところですね。５年を目処に見直しを行うということを３年サイクルでやった方がいいんではないかというようなご意見です。多分、短期間の方がいいと思うんですけど、やるとなると大変だと思うので。

（檜谷会長）　はい。

（西村委員）　私は、１０年でいいと思うんです。それは何かというと、今、計画としてでてくるのが、基本計画なのか、何か、数値目標なのかっていうところが混在しているんですけど、この基本計画自体が、なんか、環境立県鳥取というのが、題目分かりませんけども、これ自体を提起するものが、この基本計画の方向性であったり、目標というものが具体的に、これを達成することが、環境立県鳥取を実現していくことなのだと定義するのであれば、これはまた３年ずつころころ、ころころ変わっているのはやっぱりおかしいことであって、やっぱりその中の実行されているものが、やはり今まで議論があったように、日々状況が変わっている、達成度も早いものもあれば、遅いものもあるというのは、きっちり３年ごとなり、短いスパンで見ていくという見直しは非常に重要ですけれども、どこに向かおうとしているのか、何になりたいのかっていうものが３年ごとにころころ変わるというのは、やはりおかしいんで、自分たちが何になりたいのかっていうところがやはり１０年、もしくは、５年というところでもう一度見直しがかかるものであれば、ここで再度目標の再確認ということでいい機会だと私は思います。以上です。

（檜谷会長）では10年ということは、いいということですよね。それで、見直しの時期をどうするかということがあると思います。ここの中に入れるのは、いくらがいいか、事務局で考えてください、と思っております。

その他、ありますでしょうか。もちろん、目標、項目立ての話になってきますね。実際は、例えば次世代プログラムという方法が目安・目標になるんだと思います。何をするか、具体的に何をしていくか、目標値をどう立てていくか。よろしいでしょうか。大まかな目標、項目を立てる。それでは、基本計画については、一応、ご意見、出揃ったようなので、次回までに、次回と言いますかね、すぐに草案を作っていただくと、具体的な文章などのものを。参考資料の１のようなものが出来上がるということですかね。そういうことでよろしいでしょうか。これについては、一応、パブリックコメントとかを頂きながら作るということで、企画政策部会の方に作成をお願いすると。次世代プログラムもそうなんですけども、ということで、先程、関連するところは、それ以外の部会も検討していただくという話がありましたけども、メインは企画政策部会にお願いするということでよろしいでしょうか。じゃ、増田先生。

（増田委員）　はい。

（檜谷会長）　よろしくお願いいたします。それでは、議題を終わりましたので、報告事項に入りたいと思います。今回は、８つの報告があるということで、前半の４つを先にご報告いただいたらと思います。事務局、お願いします。

（小林室長）　はい、失礼いたします。環境立県推進課の小林と申します。よろしくお願いします。資料の２をご覧ください。現在、企画政策部会でご審議いただいている鳥取県地球温暖化対策計画案の概要につきましてご説明させていただきます。まず、この計画の位置付けでございますが、鳥取県環境基本計画の実行計画の一部になろうかと思います。先程、次期の次世代プログラムが、実行計画ということでございますが、温暖化部分につきましては、この対策計画も実行計画の一部になるかと考えております。それから、この対策計画でございますが、地球温暖化対策の推進に関する法律という中で、都道府県等は域内の温室効果ガスの抑制策等に関するものを定めないといけないということと、県自体の温室効果ガスの排出抑制に関するものを作るという取決めがございまして、最初のものを区域編、それから後者の方を事務事業編と言っておるんですけども、現在ご審議いただいているのは、この区域施策編に関するものでございます。
　それで、２番の削減目標の設定でございますけども、基準年度自体は1990年度、京都議定書の基準年としております。それから、対象となる温室効果ガスも京都議定書で定められている温室効果ガスでございます。目標の設定の考え方でございますけども、国の方で中期目標、1990年比で温室効果ガスを25％削減ということを国連の方に登録されていますので、鳥取県といたしましても、この25％という数字を念頭におきまして、現在計画を策定しているところでございます。（４）でございますが、計画期間及び目標値でございますが、計画期間につきましては、３つに分けております。短期、中期、長期でございます。短期の目標につきましては、次期次世代プログラムの方でお示ししたいというふうに考えております。それから、中期ですけども、これは、2020年度に置いておりまして、2020年度末までに1990年比で25％程度の削減を目指すと。後程、若干詳しく説明しますが、現在は24.5％という数字を積上げております。それから、長期、2050年度に設定しています。国の方は、2050年度までに80％削減というふうに今言われているんですけども、40年後のことでございまして、ここで何パーセントという数字自体はお示しすることがちょっと難しいのかなと考えておりまして、その代わりに2050年度における鳥取県の姿というものを、文章なり、それから図解等でお示ししてはどうかというふうに考えているところでございます。
　この、中期目標でいきますと、2020年度の温室効果ガスの県全体の排出量の推計の方法でございますけども、これは2010年度、今年度の温室効果ガスの排出を若干推計値でございますけども、推計いたしまして、そこから10年間後の温室効果ガスの排出を予測しております。それで、予測にあたりましては、10年間で技術の進歩がない、技術が固定している段階、成り行き任せの状態というものを揃えまして、その中で国とか県が施策をしない場合に、どの程度温室効果ガスが増えていくのかという数字を積上げています。これは後程説明させていただきます。それで、それにあたりましては、県の経済成長戦略が潜在的成長ということで、年0.7％成長していくと、それからある特定の戦略的分野については年0.3％成長していくということで、産業分野におきましては、この経済成長によって基本的には温室効果ガスが増えていくだろう、というふうに考えております。また、各部門の状況につきましてのご説明をさせていただきます。
　それで、そういった各部門である産業部門、運輸部門、民生家庭部門、民生業務部門におきまして、それぞれ推測する温室効果ガスを出しまして、そこから国とか県が施策を行うことによって2020年度の具体的な温室効果ガスの値を出していきます。それから、これは電気事業者に係るものでございますけども、現在、電気事業、電気によるＣＯ２の排出量の値というのは0.555という係数を使っております。それで、中国電力さんの方が、今後の、これは原発なんですけども、原発の増設等によりまして2020年までには係数自体が今より７割ぐらい改善されるということで0.43ぐらいなるだろうということになっていますので、この排出係数の差自体も削減ということで捉えるところでございます。ただ、この度の東北関東大震災におきまして、原発に関する国民の感情というものがございますので、実際、特に山口県の上関発電所原発第１号機は2018年稼働ということで予定しているんですけども、それがどうなるかは、まだ予断を許さない状況だと思いますが、ただ、本日の読売新聞でも中国電力はその計画をまだ変えないというふうに言っていますので、現時点では中国電力の計画に基づいた電気の排出係数で計画を立てているところでございます。
　それから目標達成に向けた対策・施策でございますけども、大きく分けまして６種類、再生可能エネルギーの導入、普及、省エネ・省資源対策、森林等によるＣＯ２の吸収、交通対策とコンパクトなまちづくりによる自動車等利用の減、それから循環型社会の形成、温暖化対策を支えるための環境学習等を進めていくことによって、温室効果ガスの排出を抑制したいというふうに考えております。めくりまして裏でございますけども、今後の対策計画の策定スケジュールでございますが、これは先程の基本計画、それから、次世代プログラムと同様に６月には成案を得たいというふうに考えています。この間、４月下旬から約１ヶ月間、パブコメ等を行いまして、議会等にも報告しながら、また、この審議会、企画政策部会でご審議をいただきながら成案を得たいというふうに考えているところでございます。若干後ろの方の段ですけども、もうちょっと詳しく説明いたしますと、参考資料の２の１というものがございます。ちょっとページがふっていないのでお探しにくいかとは思うんですけども、お開きください。後ろの方からは約20枚位めくったところだと思うんですけど。よろしいでしょうか。

はい。まず、２の１でございますけども、灰色のところで区分のところに2010年度（Ｈ22年度）と書いていますが、これが基本的には今年度の１月までは実績値が出ているんですけども、２月、３月はまだ推計でございますし、あと、産業部門とか、運輸とか、民政家庭、民政業務部門に分けるんですけども、その分ける係数自体がまだ、国の方のデータはございませんので2007年度の割合でもって推計をしているところでございます。それで、その推計に基づきますと、（６）エネルギー起源ＣＯ２の排出量でございますけども、これは上の５つの部門を合わせまして424万2,000ﾄﾝの排出を見込んでおります。それから（７）になりますけども、これは廃棄物エネルギーによるＣＯ２、一酸化二窒素の排出の量でございますが、これは具体的には王子製紙のボイラー、それから米子クリーンセンターによるものでございまして、これは公表値等に基づいて算定しているところでございます。それからその他の温室効果ガスにつきましては、廃棄物の燃焼でございますとか、牛のげっぷ等のメタンガス、それから代替フロンの排出を国のデータを基に見込んでいるところでございます。これらを含めまして、温室効果ガスの計が489万6,000ﾄﾝというふうに見込んでおりまして、このうち、再生可能エネルギーの導入によって６万ﾄﾝの減、それから、森林吸収によると、吸収ということで、トータルでは432万1,000ﾄﾝが減る、平成22年度の推計値でございます。
　それで、この推計値を基に10年後の技術固定がした場合に、どれだけその温室効果ガスの量になるんだというのが、隣の（Ａ）欄でございまして、エネルギー起源ＣＯ２の産業部門におきましては、先程も申しましたけども、経済成長戦略による成長によりまして、基本的には温室効果ガスが増えていくでしょうと。それから、運輸の家庭外におきましても経済成長によって物流の活発化でこちらもＣＯ２が増えていくでしょう。それから、運輸の家庭でございますが、こちらは若干減る推測にしております。これは10年後の免許保有率、年代別の保有率等、それからトリップと申すんですけども、年代ごとで出かける回数というのが国のデータ、過去取っているデータがございまして、その推計によりまして、免許の保有者自体は増えていくんですけども、高齢化する人の割合が増えていって、高齢者すればするほど出かける回数が少ないので、結果として民生家庭部門におきましては若干減っていくでしょうという推計にしております。それから民生家庭部門でございますが、こちらも若干減るように推計しております。これは10年後の世帯数の予測が2010年度よりも約2,000世帯減るだろうという見込みと、各世帯の割合なんですけども、１人世帯、２人世帯、３人世帯でございますけども、やはり多い世帯の方がＣＯ２の排出量自体は多いと、それで、10年後の予測の中ではこういった多種世帯は減って１人世帯が増えていくという予測がございましたので、トータルの世帯数の減と１人世帯へのシフトということでＣＯ２の排出量は減になるというふうに予測しているところでございます。
　それから民生業務部門におきましては、産業部門と同様の考え方で、経済成長をすることによって基本的にはＣＯ２は増えるだろうということで、エネルギー起源ＣＯ２の排出量自体は449万6,000ﾄﾝになるのではないかと、これは技術固定の場合でございますけども。それから、廃棄物エネルギーにつきましては、2007年度程度の数字を見込んでおります。それから、その他の温室効果ガスが増えているんですけども、これは増えている内容が基本的には京都議定書で制限されておりますフロン、ハイドロフルオロカーボンでございますけども、こちらの方が冷媒に使われておりまして、特定フロンから代替フロンに切替わっていく量が今後増えていくので、そこから漏れ出す代替フロンの量が増えていくということで、この程度は増えていくのではないかという、国の数字を勘案しながら算定しているところでございます。それから、再生可能エネルギーの導入につきましても、こちらも、例えば住宅太陽光発電の売電部分でございますとか、それから現在、国の方に法案が出ておりますけども、再生可能エネルギーの全量固定買取価格制度が政府の方としては平成24年度の４月から開始ということで、そちらに向けて風力とか、そういったものの全量買取に係るものの効果を削減ということで見込んでいるところでございます。
　それで、こういった平成20年度における技術固定の場合の排出量から国の施策ですとか、自然の買換、例えば、今後10年間の中で家電等の消費効率は良くなってくるものが出てくるでしょうと、それを自然に買換れば家庭における電気の使用も減っていくというようなことと、それから、県独自の施策によるものの削減を見込んでいるのが、その次のＢ欄の２つの値でございます。こちらの方で合わせまして、約100万ﾄﾝ近い削減というのを見込んでいるところでございます。それから、先程申しましたＤの欄でございますけども、電気の排出係数による減少、それから（13）の森林吸収によるものをトータル差引きまして、一番右側の欄でございますけども、2020年度における温室効果ガスの排出目標値は330万ﾄﾝ余りということで、これを一番左の1990年度における数字と比較しまして、24.5％を削減というものを計画しているところでございます。
それから、１つめくっていただきまして、参考資料２の２でございますが、これは具体的に各部門における主な削減に向けた取組をまとめているものと、それから、その取組を促すための施策というのを書いているものでございます。例えば、産業部門におきましては、多量のエネルギー消費をする事業者は特定事業者ということで省エネ法、それから鳥取県の対策条例によりまして年１％程度の原単位ですけども、削減というのが努力義務として課されております。それで、鳥取県におきましては対策条例の中でそういった大規模な特定事業者以外にも自分たちの取組ということで、温室効果ガスの抑制策を県の方に出していただいて公表できる仕組等もございますので、そういったものの普及を図りながら、そういった大規模な特定事業者以外の事業者におきましても、基本的に年１％の削減を求めていこうではないかというようなものでございます。
　それから、運輸家庭外におきましては、基本的にトラック貨物の物流のシステム変化、自前で運ぶよりも他者に頼んで効率的に運ぶ、それによるトラックの減少でございますとか、それから次世代自動車、電気自動車を初め、ＰＨＶ等のもの、それから燃費改善によるもの等で削減をするというものでございます。それから運輸家庭におきましても、家庭外とは同等ではございますが、１つ違うのは、めくっていただきまして、運輸家庭におきましては、公共交通機関でございますとか、自転車等の利用促進という、言えばモーダルシフトの部分でございますけども、こういったものも積極的に進めながら自家用車の利用というのを減らしていきたいというふうに考えているところでございます。それから民生家庭、それから民生業務部門におきましては、基本的には家庭とか事業所で使う家電とか、照明、給湯器、そういったものの省エネ効果が高いものへの取替、それを促すための施策というものを考えながらトータルとして減らしていきたいというふうに考えているところでございます。以上でございます。

（森本課長）　では、続きまして、次期廃棄物処理計画の現在の状況についてご説明をいたします。資料３であります。Ａ３版の大版の資料が多分、後ろの方についていると思いますけども、よろしいでしょうか。
　　　　　　　　　実はこの処理計画でありますけれども、27年度の目標値でありまして、現在、その廃棄物の部会の方で作業をしていただいているところであります。予定としましては、３月末に完成予定でありましたが、若干、作業がずれ込んでいますので、今日、せっかくの機会でございますので、今時点の骨子を作業ペーパーでありますけども、ご説明したいと思っています。左上になりますけども、一応、基本目標といたしましては、『リサイクルフロンティアとっとりの創造』ということで掲げて、今、検討しています。それで、左側に、その課題を挙げ連ねておりますけども、大体、４つの項目からその課題整備をしております。まず、１番目ですけども、一般廃棄物の減量リサイクルということで数字が羅列してありますが、まず、平成16年実績値と言いますのは、現在の計画を作ったときの実績データであります。そのときの目標が平成22年度であったということでありまして、中程の平成27年度というのが、今、直近の最新データであります。そういった見方で排出量とリサイクルを見ていただきますと、排出量の１人１日あたりの量でありますが、16年度におきましては１人あたり1,005ｇということで、1,000ｇを超えておりました。それが、平成21年度の実績では913ｇということでありまして、22年度の目標で920と掲げておったわけでありますけども、すでに、その値をさらに下げて推移しているということであります。
　　　　　　　　　２番目のリサイクル率でありますけども、これは、作成当時は15.7％でありましたけども、その後、現在は23.3％。それで、そろそろ25％を目標にしておりますけども、その射程圏内に入ってきたということでありまして、そうして、データから見れば県民の方々の環境意識の高まりもあって、それからこの期間、結構、市町村においてもゴミ袋の有料化ということを結構断行いたしました。そういった効果があったと思いますけども、数字的には順調に推移しているのではないか、ということであります。しかしながら、さらにこの取組みを進めていきたいと考えておりまして、県民のアンケートを取ったところ、生ゴミの水切りとか、それからミックスペーパー、これは雑紙でありまして、例えば、菓子箱とかそういったものでありますけども、そういうものについては面倒だからである、とか、それからそういうことが資源回収に出せるとは知らなかったというようなことで、なかなかその一般家庭では定着してない部分がありまして、こういった層をいかにして攻略していくかというのが、今後そういったデータを押し上げていく１つのベースになるのではないかということを考えております。これは、一般廃棄物の話であります。
　　　　　　　　　２番目が産業廃棄物の方でありますけども、こちらの方は、まず、排出量を見ていただきますと、当時は47万2,000ﾄﾝでありまして、このベースで平成22年度も行きたいと言われていましたけども、残念ながら、直近のデータでは、57万6,000ﾄﾝということで排出量は増えております。一方、リサイクル率の方につきましては68.9％であったものが75.5％で、これは目標をクリアしているわけでございますけども、一番右側の最終処分量を見ていただきますと、やはり排出量の増加が響きまして、最終処分量につきましては２万5,000～２万7,000ﾄﾝということで、若干増えている、こういった状況であります。この辺は、ちょっと、一般廃棄物の動きとは違った動きを産廃の方はしております。それで、その分析なんですけども、課題で挙げておりますけども、１番目に挙げていますのが、排出量の増加を分析しましたところ、要因は瓦礫でありました。これが大体10万ﾄﾝ増えております。これは、工事量の多寡により毎年、持ち出ししているものだと思いますけども、原因はこれであります。
　あと、３番目にリサイクル率は目標達成ということでありますけれども、確かに、名目的には達成いたしておるんでありますが、品目ごとに分析してみますと、例えば、木屑なんて言いますのが88％だったものは逆に78％ということで、紙は、逆に減っているということであります。こういったちょっと濃淡がありますので、こういったところについてもきめ細かく、リサイクルアップというのは働きかけていく必要があると思います。それから５番目に挙げていますけども、瓦礫に次いで、その廃プラスチックというのが結構、最終処分量として大きなウエイトを占めております。こういったものは、できれば燃料化等の再生利用とか、そういったことに持っていけないものかというところも施策の課題としてあるのではないかというふうに考えております。事業者アンケート、そこに書いておりますけども、事業者といたしましては、今後、排出量が増える、変わらないというのが５割ということがありますが、つまり、５割の方は減らないと言っているわけでありまして、このあたりをいかに促進をしていくかということが、多分、施策の要だと思われます。参考までに、その他に書いてありますけれども、境港がリサイクルポートと指定されたという動きもあります。こういった、いわゆる社会インフラをばねにして、今後、その静脈産業の振興と併せて、こういった産業廃棄物の減量リサイクルを進めていくというのも１つの今後のやり方かなということを考えているわけであります。
それから、３番目で、低炭素社会に向けた動きということでありまして、先程、地球温暖化計画のところでも触れていただきましたが、新たな社会ニーズに向けた取組みということで、県内でもいろんな動きが芽生えつつあります、いわゆるゴミの観点からでありますが。ゴミの観点からこの低炭素社会へ向かっていく１つのきっかけと言いますのは、多分、その焼却熱や廃棄物バイオマスの利用というところだと思いまして、そういった観点で県内資源を見ますと、例えば、木質バイオマスであるとか、それから家畜の糞尿、あるいは下水道汚泥、こういったものが利用資源としてはあるわけであります。それから、国内クレジットの認証の動きにつきましても、県内の、今のところ２社でありますけども、こういうことに関心を示す企業が出てきたということ。それから、市町村の施設と書いてありますが、これは、いわゆる焼却施設であります。その焼却施設になりましても、その機関改良とか、新設の時期を迎えておりまして、そういった時期に、こういったそのエネルギー利用を視野にしたその改良ということが、今後検討されようとしている。こういった動きがあるわけでありまして、このあたりも低炭素社会の統合に向けた新たな動きとして支援していく必要があるのではないかということが政策的な課題としてあります。
　　　　　　　　　それから、課題の最後、４番目になりますけども、廃棄物の適正処理であります。まず、不法投棄でありますけども、残念ながら、16年度107件だったものは平成21年のデータでいきますと180件ということで、やはり増えております。それで、とりわけ、地デジ化に伴う廃テレビと言いますのが、やはりその投棄が増えておりまして、平成19年、約57台だったものが21年には388台ということでありまして、これに対する監視強化ということは１つの政策課題としてございます。それから、２つ目に、県内に委託可能な管理型処分場はゼロであるというふうになりまして、これも早急に造る必要がある。業者にアンケートしたところ、県内に処分場が必要と考えている排出業者とチューナー処理業者は91％に上がっておりまして、県内に管理型処分場が仮にできたら利用したいというのは78％あるので、確実にニーズはありますので、なんとか実現したいと考えているところであります。
　　　　　　　　　それから、有害廃棄物の流出事故の発生ということで、これは、ＰＣＢでありますけども、計画期間内におきましては３件の流出事例が発生いたしました。また、一方、法の定めによりましてＰＣＢの廃棄物処理期限は27年３月末までとなっておりますので、これに向けた県内の取組みが必要と。それと、④と書いておりますけども、災害時の処理体制が不十分ということで、今回の津波の件にもありますけども、市町村におきまして、処理計画で災害廃棄物の計画策定市町村は約４割に留まっておりまして、このあたりを、これを機会に１つでも、２つでも増やしていくということが必要だと考えてございます。それで、これを踏まえまして、右側の方で、どういう、この施策展開で、循環型社会形成推進を目指していくかということであります。柱は、これも４本ありますけども、４Ｒ社会の実現というところでいきますと、まず、１つ目がゴミの減量リサイクルの推進ということで、具体的には、市町村のモデル的な取組みを支援していきたいと。平成23年度予算でも、そういった予算措置がしてあるのでありますけども、例えば、今、西部の伯耆町では紙おむつの燃料化、ということに23年度から取組まれようとしております。そういった取組みをモデル的な財政支援といたしまして、全県的に普及していくような取組みをしたいと。それから一方、新たなビジネスモデルの構築に取組むリサイクル事業者の方についても支援をしていくというようなことも必要じゃないかと。それで、３番目といたしまして、その市町村と業者、それから大学の先生方と連携して、新たな推進方策を検討していくというようなことも考えております。
　　　　　　　　それから一般廃棄物処理コスト分析の推進とありますけれども、これは、一つの情報提供のあり方だと思うんですけれども、本年度は、今日も参加されておりますけども、連合婦人会の皆さんにゴミ減量リサイクルのモデルの取組みをやっていただきました。そういう中で、この取組みが一体どういった意味を持つのかというところが一つありまして、現実的な問題といたしましては、ゴミ袋を買う値段が下がったというのはあるんですけども、もう１つの社会的整備としては、やはりそれが行政コストの縮減につながっているというようなことも大きなインセブティブになるんではないかと。例えば、ゴミ処理料金が下がった分によって、それに伴う別の、例えば子ども用の事業が市町村として創設されるようなことに風変われば、今やっている、その取組みの意味というのは非常に大きなものになっていくということから、そういうことを推進していくような情報発信の見方もあってもいいじゃないかというようなこともあると思います。ですから、こういうことについても積極的に取組んでいきたいなと思っております。
それから県民との協働とネットワークづくりということで、その例のごみ減量リサイクルの実践団体の拡大だとか、それからマイバッグ運動、グリーン購入の推進というのは、引き続き、ＮＰＯの方々と連携して進めていきたいと。それから環境教育、環境学習につきましても、23年度からはちびっこエコスタートというのがスタートにいたしますけども、幅広く、環境教育にも広めていきたいと考えております。これは、一般廃棄物の世帯でありまして、下２つは産業廃棄物であります。こちらの方は、排出量が増加したということが背景ではありますので、産業廃棄物の排出抑制等に向けた計画策定と実践というものに力点を置きたいと思っておりますし、産業廃棄物のリサイクルの向上と最終処分量の低減の促進ということで、リサイクル技術の研究推進、具体的には、ブラウン管ガラスのリサイクルであるとか、レアメタルの再資源化、こういったことも衛生環境研究所で取組んでいただいておりますので、こういった成果を県内企業の方にも広めていくということも１つの方法かなと思います。併せまして、リサイクル産業の振興ということでリサイクル産業の育成であるとか、リサイクル技術製品の開発支援、さらには、リサイクル製品の利用促進、こういったものを引き続き力点を置いていきたいと考えております。
　　　　　　　　　また、低炭素社会との統合ということで、先程もご説明いたしましたけども、廃棄物系バイオマスからの新エネルギーの導入促進ということで、家畜の糞尿、下水道汚泥の燃料化、それから木質バイオマスの発電、こういったものにも力を入れていきたい。さらには、市町村焼却施設の熱回収や民間焼却施設の熱回収の普及なんかも図っていく。これは、幸い、最近の廃掃法の改正がありまして、県知事が民間焼却施設の熱回収施設と認定できる制度ができました。こういったものにインセンティブを持たせつつ、県内の民間事業者の熱回収も進めていきたいと考えております。
最後になりますけれども、廃棄物適正処理体制の確立ということでありまして、１つ目は、産業廃棄物の適正処理の推進ということで、処理業者の育成、とりわけ、優良産廃処理業者の認定とかで成しえていきたい。さらには、排出事業者の育成をセミナーなど、講習会を通じてやっていくということであります。それから、産業廃棄物の管理型処分場の整備ということで、これは、公共化による最終処分場の整備の促進を支援していくということでありまして、これにつきまして、なかなかその検討ばかりしていて姿が見えないということは、今回の２月の定例議会で相当議論になりました。ということで、知事も、この秋には一定の目処をつけたいということを合意いたしましたので、それに向けて邁進していくということであります。
　　　　　　　　　それから不法投棄の撲滅でありますけども、これは、市町村との連携、具体的には、合同パトロールを強化していきたいということがありますし、監視カメラの原因者追究ということで、移設容易なソーラー式の電源の高感度カメラを導入して、犯人を逮捕していくようなことはならないのかなというようなことを市町村と検討したいと思います。それから、特別産業廃棄物の適正処理ということで、ＰＣＢの処理が23年から24年度は、中小企業者は重点取組期間になりますので、この期間は、集中的に、なかなかその処理の進まない中小企業者の推進を図りたいとともに、災害廃棄物の処理体制の確保につきましては処理計画策定を推進していきたいということであります。それで、これ以外の現状の取組みなどでありますが、我々、担当課といたしましても、まだ、リサイクル産業のあたりとか、低炭素社会との統合のあたりの分野については練りこみがちょっと弱いところがありまして、このあたりを早急に引き継いたしまして、６月の完成を目指して作業を進めたいと考えております。以上です。

（尾崎課長）　はい。公園自然課の尾崎でございます。それでは、資料の４ということで、久松山鳥獣保護区特別保護地区の再指定についてということでご説明をさせていただきたいと思います。概要ペーパーの１ページ、それから２ページに鳥獣保護制度の概要、それから３ページ以降に具体的な計画書ということで添付をさせていただいております。鳥獣保護区でございますが、位置付けといたしましては、鳥獣保護法で国とか県が貴重な動植物が生息するエリアを鳥獣保護区として指定することができるということになっております。現在、国指定の保護区としては、大山とか、中海がございますし、県レベルでは22ヶ所ございます。このたび、県レベルの久松山鳥獣保護区の中で、森林鳥獣生息地の保護区として指定しております、特別保護地区55ｈａでございますが、中程に書いておりますが、55ｈａ、国有地が5ｈａ、市有林ということで、市有地ということで、50ｈａのエリアを本年２月１日～平成32年10月31日までの間、存続するということといたしましたので、ご報告をさせていただきたいと思います。具体的には９ページの図面をお開きいただけますでしょうか。枠囲いの中が多少見づらいですが、鳥獣保護区でございまして、斜線の部分が今回の特別保護地区ということでございます。場所は久松山の県庁の裏側、久松山の北側になるんですが、鳥取城の跡の歴史的に重要な地域でございまして、タブでありますとか、シイ、ヤブツバキなどの照葉樹林がございます。それからブナ林、コナラ、アラカシ、アカマツ等の二次林もございますし、シイ、アカマツなどの人工林、針葉樹の人工林が混在をしているエリアということでございます。
　　　　　　　　　40度以上の急傾斜地や露出した岩というものも見られておりまして、狭い地域に多様な動物が生息しているということでございます。具体的には、１ページの一番下の方に鳥獣の生息状況等と書いておりますが、大型の猛禽類は少ないという状況でございまして、メジロでありますとか、ヤマガラ等の小型の鳥、それからあと、県鳥でありますオシドリ、そういったもの、それからカモ類、オシドリ等のカモ類ですね、それから環境省の絶滅危惧種でありますヤイロチョウでありますとか、サンショウクイというものも確認されております。獣類につきましては、キツネとか、タヌキとか、アナグマとか、ノウサギ、テンなどの中型の動物が主体でございます。近年、このエリアでイノシシの被害が増加して、イノシシが増加しているという状況でございまして、さらにはツキノワグマでありますとか、ニホンジカいといった大型獣類の目撃もあるという状況でございます。
　　　　　　　　　さらに近隣では、アライグマが発生をしておるようでして、そういったものの生息が確認されている状況でございます。このような状況の中で、中程の２番目に書いておりますが、本特別保護地区の保護管理方針としましては、鳥獣の生息状況の把握に努める、さらにはイノシシ等による掘り起こしなどの、被害の発生状況を把握しつつ、有害鳥獣捕獲の申請に対して的確に対応をすると。それからあと、鳥獣の生息に影響のない範囲内で自然との触れ合いの場でありますとか、環境教育の場としての活用も検討をしていきたいということで考えております。なお、平成20年に、先程申し上げましたけども、隣接地区で特定外来生物のアライグマも確認をされておりますので、保護地区内への分布拡大も予想されておりますので、アライグマの根絶を目指したいということで考えておるところです。
次に、資料の５をお願いいたしたいと思います。鳥取県の絶滅の恐れのある野生動植物種のリストの改訂について、いわゆるレッドデータブックの基となるレッドリストの改訂でございます。レッドリストでございますが、本県の野生動植物の保護でありますとか、自然生態系の保全再生を図る上での基礎となる、いわゆるレッドリストの改訂作業を昨年の１月から進めておりました。先に県の環境基本条例の規定に基づきまして、環境審議会に諮問をさせていただきまして、自然保護部会へ附議させていただきまして、適当と認められたということで、レッドリストのこのたび内容について、ご説明させていただきたいと思います。改訂の経緯でございますが、現在のレッドリストは、平成14年の３月に策定をされたもので、７年経過をしております。県内の野生動植物の生息、成育状況は常に変化しているところで、その見直しが必要であったことから生物多様性年であった平成22年度、今年度見直しを行ったものでございます。改訂作業でございますが、改訂作業は、鳥取県生物学会の方に調査と執筆を委託いたしました。昨年１月から１年間かけて、作業を行っていただきまして、３月14日の環境審議会の自然保護部会でご審議をいただいたものでございます。今回の改訂の内容でございますが、新たな知見の蓄積でありますとか、現地調査、文献調査から新たに菌類などの分類群を追加をしておりますし、さらには希少種のランク、カテゴリーにつきましては、環境省の設定に準じまして、初版と同様に定性的数値を基にカテゴリーを整理したものでございます。結論といたしましては、下の２番の（２）で書いておりますが、動物341種、植物447種、計788種をレッドリストということで適当であろうということが認められております。初版との比較ということで参考に書いておりますが、初版では動物が296、植物330、626種ということで、トータルでは162種の増加ということになっております。次のページ、お願いをいたします。具体的に初版との増減につきまして、整理をさせていただいております。絶滅について、（３）の欄のカテゴリーのところでございますが、改訂版のところを見ていただきたいんですけども、実質、絶滅・野生絶滅というものが、今回26種ということで初版の増加率、初版と比べまして増加率144％という状況になっております。絶滅危惧Ⅰ類ということで157種、初版としては比べると132％、以下トータルでは126％の増ということで、1.26倍になっておるという状況になっております。新たに掲載された種でございますが、３の（イ）でございます。中程にございますが、192種ということになっております。具体的には表のとおり、ご覧をいただきたいと思います。追加の理由といたしましては、分類群の追加、菌類とか、そういったものの追加でございますとか、生息環境の悪化、それから局限・孤立とか、希少性が判明したということから、192種ということで新たに追加をされております。それから、初版のリストから削除・除外をされたというものが30種ございまして、具体的には、調査の結果、比較的安定をしていることが判明したもの。それから、カテゴリー定義の厳格化、同定間違いだとか、いろいろございますが、そういったことで30種が除外をされております。
　次の３ページにカテゴリー別のものの考え方、それから要件等を整理したもの、それから主な選定種ということで、動物、植物、全ての種を一覧にしているわけではございませんが、主なものを整理をしておりますので、ご覧をいただきたいと思います。以上でございます。
ちょっとすいません。それから、今後ですね、今回、このリストを作成をいたしました。それで、今後のスケジュールでございますが、レッドデータブックということで、平成23年度中に早期に発行をしたいということで考えております。以上でございます。
（檜谷会長）　はい。どうもありがとうございました。４つの報告いただいたんですけども、これに関連する部会の部会長さんから、追加で説明ありましたら、お願いいたします。ありませんでしょうか。それじゃ、以上の４件についてご質問とか、ご意見とかあればお願いいたします。資料２～５までだそうです。
（近藤委員）　ちょっと幾つかあるんですけど、まず、一番最初のやつで、いわゆる温暖化ガスの問題、フロンガスの増加っていうことが出ていたんですが、あれ、いわゆるコンプレッサーとか、フロンガスっていうのは一応回収するっていうことになっているんだと思うんですけれども、その辺どうなっているかということをちょっと。それから２つ目が、ちょっとこれは多分聞き漏らしたと思うんですけれども、３番目の久松山の鳥獣保護区のところで、アライグマをどうしようというふうにされておるのかっていうのが、ちょっとよく分からない。それから、さっき会長の方から、部会で何か出てきたことで補足はありますかっていうことなんですけれども、２つ目の廃棄物処理計画では、さっきちょっと部会をやっていたんですけれども、レジ袋、これはどうして有料化できないのかっていうような凄いホットな話題になっていたんで、それちょっと、後でまた、関係者から話してほしいと思います。
（檜谷会長）　それでは、よろしくお願いします。
（小林室長）　フロンガスの件でございますけども、フロンガス２種類ございまして、特定フロンガスでオゾン層を破壊するガス、それから、代替フロンということで、オゾン層には影響しないんですけども、温室効果が高いものがございまして、京都議定書、モントリオール議定書だったかな、で特定フロンガス自体はもう使用禁止、製造禁止になっていて、それで、そのフロンガスが冷媒等に使われておるんですけども、今後、特定フロンガスが減っていって、その代わりに代替フロンを増やしていくと。それで、議定書上、その規制の対象となっているのは、この代替フロンでございまして、確かに増えていって回収もするんですけども、ただ、使っている中で故障とか、自然にその部品の劣化によって漏れているというものがございまして、代替フロンが多くなっていくに従って、やっぱりその割合というのも大きくなるんだということで、国の方では、そういったフロンガス、代替フロンガスが今後、増えていくという予想をしていまして、その予想結果を踏まえて、鳥取県としても実際、測定しているわけじゃないんですけども、国の数値を基に算定しているという状況でございます。
　　　　　　　　それからレジ袋の有料化でございますけども、正直行き詰まっているというのが現状でございまして、３年間、ノーレジ袋デー等で毎月10日には、私どもの職員でございますとか、消費者団体の方々にご協力をいただいて、スーパーの前でマイバッグ運動の展開、それから、レジ袋の辞退というのをキャンペーンを張って訴えてきました。その結果、レジ袋辞退の辞退率は、当初始まった段階から上がっていって、３割とか４割に近い事業者の方もおられます。それは、事業者の独自の取組みとして、例えば、ジャスコさんでは、レジ袋を辞退すると、キャッシュバックで２円値引きするとか、マルイさんでは、マイバッグを持って行きますと、カードにポイントを押して、それが貯まれば100円値引きになるとか、そういった独自の取組みをされているところにおきまして、特にレジ袋の辞退率というのは向上してはいっているんですけども、ただ、このレジ袋の辞退率を飛躍的に向上させようと思いましたら有料化、というのが効果ある策になりまして、有料化に取組んでいるところは80％辞退率というようなところもございます。私どもも、事業者だけ集めて有料化について意見交換をしたり、東部等の事業者でございますけども、有料化に関するアンケート等を取っております。やっぱり、そうすると事業者ごとで意向がそれぞれございまして、レジ袋協議会に入っているメンバー全てがやらないとしないとか、ある事業者、A社、B社、C社とありますけど、ここの事業者がしないとうちは取り組めない。各地区でキーとなる事業者がありまして、そこが取り組み自体がちょっとできないような状態なんで、それの影響を受けて周りの業者もそれだったらうちもできないわということで、現在、ちょっと手詰まり状態というのが本音のところでございまして、有料化に関するものは今後は継続していくんですけど、ただ、マイバッグ運動自体は今後も継続していかないといけないというふうに考えています。ですから、今後、レジ袋協議会を通じて、どういったことをやるかということを議論、検討したいというふうには考えているところでございます。以上でございます。

（尾崎課長）　公園自然課でございますが、久松山の鳥獣保護区の関係でアライグマのご質問でございます。アライグマがあの近隣に出没をしておりまして、実際には、文化財でありますとか、そういったものに傷を付けるというふうな状況が発生をしております。この計画では、このエリアの中にアライグマが入らないようにというふうなかたち、さらにはそのアライグマを根絶すると、そういうことで対応していこうという考え方を示しております。具体的には、外来生物法で駆除というか、特定外来ということを指定されておりまして、駆除する方針は国としても出ている。県としても同じ方針で対応していくということで、ここに限らずアライグマにつきましては、対応を駆除する方向で対応していくということでございます。

（檜谷会長）　よろしいでしょうか。ほかに。どうぞ。

（外池委員）　はい。東部消費生活モニター協議会の外池と申します。先程、先生の方から言っていただいたんですけれども、マイバッグ持参運動、私たちの会では、もう本当にマイバッグ運動をずっと、資源の無駄、それからゴミの減量ということを掲げましてやってまいりました。10年間これをやってきて、それで、やっと20年で県がノーレジ袋推進協議会というのを立ち上げてくださったので、これでＯＫ、いけると思ったんですけど、この３年間が何にも前に進まなくて、この間やっと第８弾というかたちで、「決断しませんか、レジ袋の有料化」ということ、テーマを持ちまして、スーパーと消費者がこの間話し合いました。それで、その中でやはり、なかなか前に進まないんですけれども、この会に集まってきた人が、今、最初に会長さんがお話されましたように今、こういう時期ですので、本当に石油ストーブが欲しいのに石油がない。車を走らせたいのにガソリンがない。本当にこういうことをおっしゃっている中に、何とか私たち、何とかできないものだろうかということで、この間、話がきまして、このレジ袋を有料化にすれば、皆さんはマイバッグを持って行くということをおっしゃっています。これはもう確実です。
　それで、私たち、何で消費者がこの有料化に、お金払ってレジ袋、マイバッグを持って行って、そういうことを言うかっていうことを、何か、消費者がただで貰えるんだったらどんどん貰いたいものが、何でレジ袋を有料化にしたいかっていうことは、やはり自分たちに、温暖化が進んでいますのにこういうふうなことをちょっとでもやりたい。それで、私たちが言っていますのは、レジ袋というのは代わりのものがあるんですよね、袋を持っていけばいい。それから風呂敷でも何でもいいから持っていけば、これが代わりにできるわけなんです。だから、こういうふうなことができますので、ということをお話したりしていたんですけども、やはり先程、そう言っていただいたんですけど、スーパーさんは、やはり他所のところがしないとしません、そうでないと、消費者のお客さんが１人でも逃げていったら、逃げるというか、移動されたら申し訳ないとおっしゃるんですけど、私たち消費者はそんな有料化、１枚５円で移動はいたしませんよという話をいろいろやっているんですけれども、やはりできないと、どこかがやったらするよ、ということを言われて。それで、消費者は反対に、もういつでもできる覚悟はできていますと言って、そういうお話になっているんです。　　ここで、やはり行政の後押しが要るんじゃないかな、やはりＰＲとか、そういうふうなものをやってほしいなということを申し合わせました。それで、今日は本当にここでレジ袋のことを挙げていただきましたので、ちょっとこのお話をさせていただきました。どうか、ご支援をよろしくお願いしたいと思っております。すいません、以上でございます。

（檜谷会長）　ありがとうございました。そのほかに。お願いします。

（一澤委員）　資料３の鳥取県の課題、左側の１番の一般廃棄物の継続リサイクルなんですけれども、鳥取県の課題の中の３番のところ、布類というのがありますけれども、現在は分別していないわけですよね。それで、地域の廃品回収のほとんどの布類は回収しませんというのが私のところではなっておりまして、これは分別したあと、使う先というのも決まってないとあれですけれど、今後、これでする予定はあるのでしょうか。あともう１つ、プラスチックごみなんですけども、事業者の方は燃料化などの再利用が必要ということが挙げてありますけれども、家庭の方も、うちなんかははっきり言ってプラスチックごみの方が多いような状態で、包装の仕方というのも、例えば、事業者の方に考えていただきたいと思っているんですけれども、結局、それがちゃんと回収されたあとにリサイクルされているのかどうかというのも一般の人間としてはちょっとよく分からないところだなと思っています。
　　　　　　　　　もう１つ、すいません。鳥獣保護地区のアライグマなんですけれども、これは根絶を目指すとしていますけれども、それが発見をされたときに、そういったもの、それはどういった方法で根絶を目指すのかということをちょっと教えていただきたいと思います。

（檜谷会長）　はい、どうぞ。

（森本課長）　よろしいでしょうか。１つ目のごみの話で紙ごみのみの分別徹底ということでありますけども、その分別は県下市町村、微妙に違うんですね。非常にきめ細かくやっているところと大雑把にやっているところとありますので、一概に言えませんけれども、少なくとも私が聞いた範囲によりますと、布というのは確かに非常に迷惑もので、特に布団とか衣料なんですけども、このあたりについては、例えば、倉吉市さんなんかでは、それに着目して、その専用の資源ごみの回収日を設けたりというようなことをされたりしています。県といたしましても、これも単純に可燃ごみに出すのではなく、できれば分別に回してもらいたいっていう気持ちもありますので、そういった先例的なモデルを各市町村の方に流して、そういった取り組みが広まるような取り組みに進めていきたいなと思っています。ですから、できれば、全県的にこういった分別をすればいいんだというスタンスではありますが、最近いろんな議論もありまして、結局、分別を決める中で、そういったことは反面コストもかかるわけでありまして、そのあたりどう折り合いをつけていくかってことは多分あるんだと思います。そのあたり布の収集におけるコスト分析っていうのを今回施策の方に書いてありますけども、そういうあたり市町村としても実験的にやってもらって、そういったデータとか何かを実際に住民に提供しながら、分別の理解を得ていくことが必要ではないかというふうに考えています。
それから、もう１つのプラスチックなんですが、ただし、家庭の、例えば、米子市、鳥取市で違うんですね、これ。それで、実際リサイクルで集められたものにつきましては、これはかなり厳重な法律がありまして、ある団体が指定したリサイクル業者が処分するということが基準になっていますが、市町村によっては、それを一方、そういう指定しない業者の方に売り渡して、例えば、ペットボトルなんかでもチューブにするなんていうこともされているようなこともあります。そういうことは実際どういった実態になっているかっていうことは、国においても問題視していまして、リサイクルした先をぜひ住民に公開するようにということを指導しています。それで、正直、県内市町村全て施行ができているかどうかにつきまして、非常に疑問なところがありまして、そのあたりは改めて徹底していきたいと思っています。

（尾崎課長）　はい。アライグマの根絶の方法ということですが、特定外来生物につきましては、特に、アライグマは農作物被害ということがかなり危惧されておりまして、農林水産部の関係では捕獲奨励金というものを設けまして、捕獲を勧めているという状況でございます。基本的には市町村が主体ということで取り組みを進めております。具体的に、このエリアでどのようにということで、具体的なものは現在ほぼ検討することになろうかと思いますが、そういったいわゆる農作物被害でありますとか、生活被害、そういったものと連動させながら、具体的な検討を今後していくことになろうかと考えております。

（檜谷会長）　よろしいでしょうか。きっと、まだあるかと思われますけど、時間がちょっと残り少なくなってきたようですので、あとで事務局の方にご質問願えたらと思います。あと４つ残っていますので、平成22年度鳥取県環境白書の公表についてから４件まとめて行います。

（平木主幹）　それでは、資料６、平成22年度版鳥取県環境白書（実績編）の発行についてご説明します。鳥取県環境白書につきましては、前回の環境審議会、６月でございますけれども、22年度の白書についてご報告をさせていただきました。今回、ご報告させていただきますのは、22年度の現状の部分と21年度に講じた施策の実績でございます。配布いたしております資料は22年度の現状のところでございまして、環境基本計画に基づきます５つの項目で整理をしております。数値につきましては大体配布しております資料を見ていただければと思います。そして、最後のページでございますけれども、前回審議会でご意見ございました環境白書の過去のものが見られるようにできないかというご意見がございましたので、当課のホームページの方で、鳥取県版環境白書の昭和47年、当時は「鳥取県の自然と生活環境」というタイトルがございましたけれども、全てPDF化をしまして掲載をしております。以上でございます。

（広田課長）　資料７～８、９で、河川や湖沼と公共水域や海域の測定結果についてご報告したいと思います。平成21年度の測定結果でございます。取りまとめが年度中となっておるので大変遅い報告で申し訳ございませんがご了承ください。資料７の方です。公共水域、地下水の測定結果ということで、河川、湖沼、海域等、測定地点を書いておりますが各河川、湖沼等で測定してきた結果が（２）の方に示しております。一級河川の方はおよそ正常、概ね正常ということで３大河川等も正常ですが、二級河川の方で塩見川とそれから勝部川の方がやや汚濁状態が見られるということになっております。都市河川の方ですが、鳥取市の袋川の方がやや汚濁でございますが、中、西部の玉川だとか旧加茂川については概ね正常な状況でございました。湖沼でございますが、湖山池、東郷池、中海、それから多鯰ヶ池ですが、いずれも汚濁状態で富栄養化の状況が見られるということで海域の方は正常でございます。

開いていただいて２ページですが、先方、高島先生の方からご質問をいただいた件ですが、環境基準の適合状況ということで河川の方については、三大河川の方で、ほぼすべての点で適合しているわけですが、日野川の溝口という地点で環境基準に適合しなかった１地点があったというところでございます。どうも、ちょっと日野川は今年度も若干、上流側はちょっと水質が良くない状況があって、注視はしているところですが、ちょっと原因等がまだ不明なところでございます。それから、湖沼でございますが、いずれも環境基準を適合していない状況ですが、１地点だけそうだろうなと思われるかもしれませんが、中海の境水道の中央部ですね、海とほぼ接しているところですが、あそこ以外は全て環境基準に適合しない状況です。先方、ご質問いただいた件でＣＯＤですとか、全窒素、これを最終的な目標値として設定しておりまして、この環境基準の目標に向けて、先方の流入負荷削減対策を計画的に実施しているというところでございます。
海域については、全ての地点で環境基準に適合でございます。健康項目についてでございますが、測定項目をそこに挙げておりますが、有害物質等のその測定結果でございますが、測定結果で示しておりますが、一部の河川や東郷池、中海の地点で海水の影響と思われる、ほう素による、ほう素の環境基準の不適合という点がありましたが、一応、これも海水の影響を受ける調査地点ということでほう素の影響を受けたものと見られておりまして、その他の健康項目についてはすべて適合しておったという状況でございました。
それから、３ページの方ですが、こちらの方は地下水でございますが、地下水も計画的に調査をしておりまして、３のところに概況調査ということで、県下を年１回ですが、市町村さんのご協力をいただきながら地下水の状況を調査をしておりますが、特に汚染が見られた井戸はございませんでした。従いまして、（２）の汚染井戸周辺の地区調査も必要がなかったというところでございます。（３）の継続監視調査でございますが、４の方に示しておりますように、鳥取、境港、智頭、湯梨浜で過去に汚染が判明した井戸の継続調査を実施しているところでございますが、やっぱり依然として環境基準に適合してない状況がみられるということです。ただし、鳥取と湯梨浜につきましては、温泉水とかの影響での自然的要因であろうということを推定しておるところでございます。
　それから、続きまして、資料８の方ですが、こちらの方は大気の汚染状況でございます。二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素については基本的には全て環境基準を達成いたしました。ちょっと測定時間が足らなかったところについては、ちょっと達成ということの評価はできませんでしたが、基本的には環境基準を達成していた状況でございました。浮遊粒子状物質ですが、長期的評価では環境基準を達成したという、長期的評価というのが、一日平均の高い方から２％の範囲のものを除外したものが環境基準である0.1を適合しておれば長期的には適合と、一部特異的な高い値を除外すれば適合しておったということで、長期的評価では環境基準を達成しておりましたが、短期的評価では環境基準を達成が見られなかったということで、これは、３月に黄砂があったことによる、基準未達成という格好であろうということを書いております。
　それから、光化学オキシダントでございますが、こちらの方はいずれも環境基準を達成できませんでした。鳥取、米子、倉吉、３局で測定をしておるんでございますが、基本的には達成はできませんでしたが、ただ、緊急時の基準ですね、注意報の発令をする0.12ｐｐｍまでは至らなかったですが、非常に高い値が示されたということでございます。
それから、有害大気汚染物質のモニタリング調査も実施しておりまして、こちらの方は全て環境基準を達成、あるいは指針値以下でありましたので、省かせていただきたいと思います。それと２ページの方ですが、裏面ですか、県内の光化学オキシダントの濃度の実態調査の概要についてということで、６月に改めてもう一度、光化学オキシダントの山間部での測定内容についても、ご報告をさせていただいたところでございますが、平成20年度～22年度、３ヶ年にかけて、この光化学オキシダント濃度が高い状況で、現在測定を行っていない山間部等での測定の可否等について検討をしておったところでございますが、状況としましては、先だって６月にも報告したとおり、智頭ですとか若桜とかでも一時的には、都市部と同様な高い濃度が見られたり、また、逆には、夜も濃度が下がらない状況が見られたところでございますが、ぽつの３つ目に書いておりますが、都市部ですとか、沿岸部、その山間部の光化学オキシダントが一般的には低くなる、夜間を除いたと言うか、外に出て活動しておられる昼間の状況を見たところ、その地域差が特に認められなかったものですから、一応、今の三局、鳥取、倉吉、米子での測定局での測定結果に基づいて注意報等の発令をすれば、基本的には間に合うであろうという判断のもとで、改めて現状では増設の必要、山間等での測定は必要ないものと判断をさせていただいたところであります。今後、いろんな地点等に基づいて、そういった必要性があるような場合については、また改めて検討したいという具合に考えておるところでございます。
それから、資料９ですが、一般環境中のダイオキシンの調査結果でございます。大気、水質、地下水、土壌をその２の調査地点数を測定したところでございますが、いずれも環境基準を達成しておりました。それから、また、平均値的にも全国調査の平均値以下でございますので、ダイオキシン等の環境汚染等はなかったということを伝えておきます。以上です。

（檜谷会長）　はい、ありがとうございました。時間が過ぎていますね。なにかありましたらお願いいたします。

（田中委員）　資料６の鳥取県環境白書の概要の２の新エネルギーの導入状況というところで、小水力などの新エネルギーで発電をするということは、県の方でかなり進められていると思うんですけども、小水力発電というのが、河川上流の中山間地域で環境汚染のない新エネルギーの導入というかたちで、中山間地域の電力供給に、非常に役に立つというふうに思っているんですが、その進捗状況と言うか、積極的に取組んでいるって書いてあるんですけども、進捗状況というのはどうなっているのか、教えていただきたいんですけど。
（小林室長）　はい。企業局の方で、南部町の賀祥ダムの方を利用しまして、水力発電をするということで、今年度が基本設計で来年度実施設計をするとなっています。それから、産業技術センターさんの方が、マイクロ水力発電１００ｋｗ以下の分なんですけども、今、開発に取組んでおられまして、試案化を目指しておられます。こういったものを、例えば農業分野の方に利用するようなモデル的な地域を公募して選んで、そこでマイクロ水力発電等をやってみるというようなことを、来年度の農林水産部の予算の方で計上されておりますので、そういったものがやられて、今後、製品化されて、製品化によって金額の多寡にもよるんですけども、そういったものを、例えば県としても支援していって、普及拡大を図っていきたいにふうに考えているところであります。

（檜谷会長）　はい、どうもありがとうございました。よろしいでしょうか。ほかにご意見とか、ご質問とかありますでしょうか。それでは、ご意見がないようですので、事務局の方から何かありますでしょうか。

（事務局）　こちらの方からは特にございません。

（檜谷会長）　それではないようですので、以上をもちまして審議会を終了させていただきます。長時間ご協力ありがとうございました。
今日、いろいろ盛りだくさんでしたので、先程も手を挙げられた方、おられるんですけども、何かご意見とかありましたら、事務局の方に後程ご連絡いただけたらと思います。式次第の下に連絡先というところがあると思います、書いてありますので、その辺にご連絡いただければと思います。これで事務局にお返しいたします。

（寺坂課長）　どうもお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。４月、５月とまた部会の方でいろいろご審議いただく案件も多いかと思いますけども、委員の皆さまにもご協力をよろしくお願いいたします。本日はどうもありがとうございました。
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